
　次のとおり、協働事業の提案をします。

団　体　名 担　当　課

代表者の職
氏　　名

所　在　地
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Ｅ－ｍａｉｌ Ｅ－ｍａｉｌ

氏　名

住　所
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Ｅ－ｍａｉｌ

提案事業名

事業目的
及び事業概

要

想定している
協働形態

（○を付けて下さ
い）

想定予算総額　　未定　　　　千円程度　（　ＮＰＯ：　　　千円　　岐阜市：　　千円程度　）

事業時期 令和８年４月１日　～　令和９年３月３１日

添付書類

協　働　事　業　提　案　書

ＮＰＯによる提案 岐阜市による提案

消費生活情報発信業務

058-214-2680

058-214-2580

soudan-shouhi@city.gifu.gifu.jp

担当者
氏　　名

提　案　者

連絡担当者が代表者と異なる場合は下にご記入ください

提出先：市民活動交流センター　

予算の状況

（提案者が岐阜市の場合のみ記入）
①今年度予算として計上済み
②来年度以降の予算計上を検討中
③未定
④その他（　　来年度の予算計上を検討中。令和７年度は300,000円の委託事業計上の実
績有　）

令和７年　７月　　30日

市民協働生活部
市民相談・消費生活課

坂野　豪彦

①委託　　　　②共催・実行委員会
③支援（補助金の支出・その他の助成等・アダプトプログラム）
④後援　　　　⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　消費者教育は、多様な教育の担い手と連携して効果的に進めていくことが重要となって
おり、その１つとしてＮＰＯとの協働による推進が挙げられる。
　ＳＮＳによる情報発信の重要性が増している中、ＮＰＯのネットワークによる幅広い世代へ
の発信力に注目しており、特に消費生活と身近に接している主婦層などからの広がりを期
待している。
　事業概要としては、　発注者が提供する消費生活講演会や消費生活展の案内、悪質商
法やネット詐欺等の被害情報や啓発情報を、市内在住のNPO会員等に対して、年４回、受
注者が管理するメールマガジンにて配信して被害防止のための情報提供をするとともに、そ
のうち１回はアンケート調査等により消費者からの意見を聴取することを検討している。
　また、NPOからの情報発信方法の提案なども柔軟に取り組み、協働事業のメリットを活かし
たいと考えてる。
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